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平成２６年度 国立大学法人岡山大学 年度計画

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 教育に関する目標を達成するための措置

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置

１）アドミッション・ポリシーに関する具体的方策

1 アドミッションセンター及び各学部は，大学案内等の見直しや入試説明会，

高校訪問の機会など様々な手段を活用し，アドミッション・カリキュラム・デ

ィプロマの３ポリシーを幅広く受験生に周知する。

2 アドミッションセンター及びマッチングプログラムコースは，平成２６年

１０月（秋）入学国際バカロレア（IB）入試〔ＡＯ入試〕の実施結果及び課題

を踏まえ，平成２７年１０月（秋）入学国際バカロレア入試〔ＡＯ入試〕の改

善に取り組むとともに，文部科学省の日本語によるＩＢ校設置の推進によるＩ

Ｂディプロマ取得者が本学ＩＢ入試を志願する場合の対応を検討する。

また，アドミッションセンター及び各学部は，他大学の状況を参考にして，

引き続き，秋季入学について検討する。

3 教育開発センターは，平成２６年度国際バカロレア（IB）入試入学生への調

査検証と教育環境の整備を支援する。ＩＢ入試入学生受入部局と連携して，秋

季入学生の教養教育の適正な授業科目等を点検し改善を提言する。

4 言語教育センターは，昨年度行ったカリキュラム改訂について，その効果

及び課題を明らかにし，より効果的な教育体制づくりについて検討する。また，

平成２５年度の実施を踏まえて，副専攻（日本語教育）コースの履修生及び修

了生が海外で日本語教育を行う機会について検討する。

【学士教育】

5 アドミッションセンターは，入試方法の改善のために追跡調査等を継続的

に実施し，各部局は，その結果を参考に入試方法改善の検討を行う。併せて，

アドミッションセンター，各学部及びマッチングプログラムコースは，平成２

７年４月入学及び１０月入学国際バカロレア入試〔ＡＯ入試〕の改善に取り組

む。

【大学院教育】

6 アドミッションセンターは，各研究科と連携し，学外及び海外からの志願

者に便宜を図るため，入学者選抜方法等のホームページをより一層充実する。

各研究科は，学生の修了時点の学力や社会適応力及び教育効果について検証

し，その結果を受けてアドミッションセンターではＷＧを開催し総合的検証を
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行う。

7 国際センターは，引き続き，海外事務所及び国立大学間の連携体制等を利

用して，留学希望者への情報提供を行い，優秀な留学生確保に向けた活動の強

化や海外入試の拡充を図るとともに，国際同窓会の協力のもと，留学生を受け

入れる制度の構築を検討する。

また，各種留学フェアへ厳選して参加し，国際同窓会が推薦する入学希望者

を受け入れる制度づくりを検討する。

２）教育課程に関する具体的方策

【学士教育】

8 教育開発センターは，入学生及び卒業生アンケートの実施と経年分析を通

して学士教育の改善を行う。また，教養教育改革の方針に対応してアンケート

調査の集計と分析方法の見直しの検討を開始する。さらに，高大接続としての

補習教育等の適正な授業科目の精選と点検を行い，柔軟な教育体制の拡充を進

める。

9 言語教育センターは，導入２年目の英語新カリキュラムについて，TOEIC-IP
及びアンケートの実施により，教育効果及び課題を検証し，授業内容やカリキ

ュラムの改善について検討する。また，授業方法の改善を図るため，ＦＤ研修

を実施する。

10 教育開発センターと各学部等は，平成２５年度から稼働を始めた学士課程

教育構築システム（Ｑ-cum システム）を用いて，教育内容やカリキュラムを

検証するとともに，授業，カリキュラム改善を行う。

【大学院教育】

11 大学院教育構築ＷＧは，平成２４年度に作成した各研究科における３つの

ポリシー（アドミッションポリシー，カリキュラムポリシー，ディプロマポリ

シー）に基づくコースワーク主体のカリキュラムの実施・検証を行う。

12 教育開発センターは，現行の大学院教育プログラムの実施状況の検証（平

成２５年度実施）に基づき，学部大学院連携教育の運用の見直しを検討し制度

改善を進める。また，大学院ポリシー（DP,CP,AP）を考慮した大学院シラバ

ス及び大学院評価アンケート調査の検証と実施方法の改訂への提言をまとめ

る。

13 教育開発センターは，学問領域の学際性を視野に入れた大学院特別講義等

の実施状況を調査し，柔軟な制度運用の方策を検討する。

また，大学院教育構築ＷＧは，リサーチアシスタント（RA）による主指導

教員以外の教員が主宰する研究プロジェクトへの参加を積極的に支援するた
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め，博士後期課程に在籍する学生への利用促進策を検討する。

14 研究推進産学官連携機構は，研究科間あるいは専攻間の学問領域を横断的

に融合したプロジェクトの情報を公開し，博士後期課程学生がこのようなプロ

ジェクトに，自発的意志に基づき，指導教員とプロジェクト関係教員の承認を

得てＲＡとして参加できる体制の整備を検討する。

３）教育方法に関する具体的方策

【学士教育】

15 教育開発センターは，各学部での「学習の動機付けの工夫」及び「授業時

間外学習の促進と実効性」の具体的取組みを学部間で共有化する。

また，単位の実質化を実現するため，時間外学習の成績評価への反映につい

て，平成２５年度に行った事例や反映案についての調査結果を基に引き続き検

討する。

各学部は，専門教育科目のシラバスへの授業時間外学習の明記について検討

する。

16 言語教育センターは，ソーシャル・ラーニング・スペース L-café が学生のニ

ーズに沿った正課外学習の場となるよう，レッスンやワークショップの更なる

充実を図る。

また，初修外国語系では，各語種ごとの授業の効率化，実質化を推し進め，

学生のより高度な運用能力獲得へのモティベーションを喚起するとともに，交

流プログラムなどの国際交流を更に充実させる。

17 教育開発センターは，ＴＡの任務に関する資料集を配付するとともに，教

養教育ＴＡ研修カリキュラムの定型化と研修方法を改善し，研修を受けるＴＡ

の増加を図る。また，各部局はＴＡ研修等の実施について検討する。

18 研究推進産学官連携機構は，ＲＡ制度の目的である教員の研究補助，ＤＣ

学生の育成，ＤＣ学生への経済支援について，平成２５年度に実施した異分野

のＲＡの採用を優先するシステムの評価と改善すべき事項のアンケート調査を

実施し，具体的なシステム改善策を検討する。

19 教育開発センターは，e-Learning の全学的な普及・利用促進に努め，学生の

授業時間外学習の支援を図る。

また，これからの学生指導のあり方と学生へのきめ細かい指導を迅速に実践

するための学生指導システムについて，施行事例の調査と導入・利用について

検討する。

また，学生の視点で，学習，学生指導へのティーチング・テクノロジー活用

の課題を明らかにし，部局間で共有する。
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20 スポーツ教育センターは，教養教育科目「健康・スポーツ科学」の改善の

ため，e-Learning 教材の更なる充実を図る。

21 教育開発センターは，学部授業科目（教養教育科目，専門教育科目）及び

特に大学院授業科目において，本学の教育事情に最適化した内容，レベルであ

って，学生が購入しやすい低廉な価格の岡山大学版教科書の編纂を，引き続き

支援するとともに，授業内容の標準化のため，共通教科書の作成に努める。

また，岡山大学版教科書の選定にあたっては，学生目線に立った望ましい条

件を検討する。

【大学院教育】

22 大学院教育構築ＷＧは，コースワーク主体のカリキュラムにおけるコア科

目群の学習効果等の検証を行う。

また，教育開発センターは，平成２５年度に実施した大学院修了生（博士課

程前期及び後期）へのアンケート調査の集計と分析を行って，大学院の研究教

育の現状と学習成果・満足度・課題等を検証する。

23 大学院教育構築ＷＧは，学生指導体制をより一層充実させるため，各研究

科の状況を踏まえ，学生指導の方針を策定する。

24 教育開発センターは，大学院において，教育効果の高いコースワークの実

施例を増加させるための方策を検討する。

また，大学院教育構築ＷＧは，平成２６年度から実施するコースワークの教

授法及び教材の有効活用について検討する。

25 大学院教育構築ＷＧは，英語によるコース充実や教育方法の国際化に向け

た基本方針を策定する。

４）成績評価に関する具体的方策

26 教育開発センターと各学部等は，平成２５年度から稼働を始めた学士課程

教育構築システム（Ｑ-cum システム）を用いて，学生が取得したＤＰポイン

トを分析する。

教育開発センターは，ＧＰの要素を取り入れた学習到達度評価を実施するた

めの客観的なアセスメントシステムの導入を検討する。

また，各学部等は，Ｑ-cum システムを利用して，学習到達度評価を厳格に

実施，修学指導する体制について検討する。

27 教育開発センターは，学士課程教育構築システム（Ｑ-cum システム）を利

用して，各学部等のディプロマポリシー（DP）に照らした教育課程の適切性

を評価する。

また，平成２５年度に試行した，教員自身の授業風景をビデオ撮影し，その
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ビデオを用いて教員が自己の授業評価を行う実施例の拡大を図る。

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

１）教職員配置に関する具体的方策

28 教育研究プログラム戦略本部教育プログラム部門は，教育先端教員会議に

おいて，大学の教育改革を先導する教育プログラムの企画・支援を引き続き行

う。

29 教育開発センターは，教員各自の教育実践のあり方を主体的に見直す場と

してＦＤを機能させ，活性化を図る。

教育・学生支援体制の充実に向けて事務職員の質向上のため開始したＳＤ研

修会を，事務部とともに継続的に実施する。

また，各学部・研究科は，新任・転入教員研修会等の実施を検討する。

30 流動的配置が可能な人員配置枠を使用し，事務職員を教育・学生支援や研

究支援部署へ重点的に配置するとともに，研修体系（階層別・分野別）を見直

した研修について，引き続き実施する。

31 教育開発センターは学部と連携し，平成２７年度における新規教養教育カ

リキュラム実施に向け，教養教育の有効な授業科目の選定並びに担当教員の適

切な配置を行う。

また，円滑に平成２６年度の補習教育を実施し，高校退職教員の講師配置の

教育効果を検証するとともに，平成２７年度の教養教育改革へ対応した高大接

続教育への移行策を講じる。

さらに，教育開発センターは，学部と連携して，教養教育におけるリメディ

アル教育，初年次教育に有用な科目の選定を定期的に行うための体制を構築す

る。

２）教育環境に関する具体的方策

32 情報統括センターは，学生の学習環境の充実のために，学生及び教職員間

の情報共有環境と動画配信環境の整備を実施する。また，全学構成員の双方向

コミュニケーション強化のためのＩＣＴ環境整備を検討する。

33 附属図書館は，主体的な「学びの場」としての機能を強化するため，引き

続き学内教育組織等と連携した検討及び利用者からの意見収集を行い，サービ

ス改善に繋げる。また，平成２６年２月に出された中央図書館利用者サービス

実施検討ＷＧの提言を基にした新たな利用者サービスを順次実施する。

34 ラーニング・コモンズ等の学習スペースに関する効果的な利用方法につい

てＩＣＴの観点から検討し，必要に応じて検討内容を関連部局に提言するとと
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もに，ラーニング・コモンズの在り方について検討する。

３）教育の質の改善に関する具体的方策

35 教育開発センターは，学生による授業評価アンケートを改善し，新授業評

価アンケートの教育改善や教員活動評価への効果を検討する。

また，平成２５年度に試行的に行った学生発案によるベスト・レクチャー選

考を，全学のベスト・レクチャー認定制度として導入するとともに，顕彰，普

及，啓発のための方策を検討する。

36 環境生命科学研究科，教育学研究科及び教師教育開発センター等は，岡山

大学ＥＳＤ推進協議会と連携しながら，ユネスコチェア，ユネスコスクールな

どにおけるＥＳＤへの取組みを，引き続き，学部・大学院の授業に反映させる。

また，グローバル人材育成，実践・社会連携教育などの新たな取組みにおい

て，ＥＳＤと連携した教育内容の充実と改善を検討する。

４）医療教育の実施に関する具体的方策

37 医療教育統合開発センターは，地域医療人材育成講座と連携し，マスカッ

トキューブ内のスキルラボにおいて，シミュレーション授業，ワークショップ，

セミナー等を定期的に開催しシミュレーション教育・チーム医療教育等を行

う。また，臨床実習リノベーションセンターや保健学科，看護部と連携し，各

種シミュレーション機器を用いた臨床実習前及び臨床実習中の教育の充実に努

め，利用状況を把握し，より効率的，効果的な運用ができるように機器の管理

運営を行うとともに，必要なシミュレーション機器の導入を進める。平成２６

年度完成予定の融合棟における教育のために必要な機器，システムの検討を行

う。

卒前卒後教育に関しては，卒後研修センター等と協力して，これまでに導入

したシミュレーション機器を用いたセミナーを計画的に実施する。

さらに，医療系教員に対しては，教育効果を高めるための定期的な講習会，

講演会など，ＦＤに寄与する企画を運営・開催する。

平成２６年度はチーム医療シミュレーション教育による臨床能力スキルアッ

ププロジェクト最終年度であり，実績のとりまとめ，検討を行う。

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置

１）生活支援に関する具体的方策

38 学生支援センターは，引き続き，津島地区及び鹿田地区の学生相談体制の

充実，及び障がい学生の支援体制の充実を図るとともに，学生や教職員を対象

とした研修会やセミナー等を通して，学生支援の啓発活動等を行う。

また，カルト対策の一環として，カルト被害防止のための注意喚起と啓発活

動を継続する。
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39 キャリア開発センターは，組織運営に関する知識と技能を獲得できる研修

体系を構築し，学生が校友会組織をはじめとした所属組織を自主的に運営でき

るための体制の充実を図る。

40 スポーツ教育センターは，サークル活動時の事故防止のため各種講習会を

開催するとともに，専門的な指導・相談を継続して行う。

41 国際センターは，新入留学生生活相談会及び生活オリエンテーションを更

に充実させる。また，より良いサポート体制を構築するため，留学生相談指導

協力教員体制の見直しを行う。

42 保健管理センターは，「こころの健康宣言」に伴い，メンタルヘルス不調の

発生予防及び不調者への支援に努める。平成２６年度「敷地内全面禁煙」の実

施に伴い，喫煙防止教育・禁煙支援の更なる強化に取り組む。ＩＣカード化，

外来受付入力システム，放射線技師の雇用をより有効に活用し，一般診療・健

康診断・事後措置の充実を図る。

43 学生支援センターは，学内奨学金及び研究奨励金制度を見直し，学生支援

としてより有効な制度改正に取り組む。

また，学生の学内雇用制度については，職業意識・職業観を育むとともに，

経済困難な学生に対する一層の支援を行う体制を整える。

44 国際センターは，引き続き，国際交流会館交流棟を利用した交流会を開催

し，日本人学生・地域住民と留学生との交流を促進する。

２）就職支援に関する具体的方策

45 キャリア開発センターは，キャリア教育科目の授業評価を行うことで，キ

ャリア教育の内容・方法を改善・調整する。

また，学部との連携による就職ガイダンスの充実を図るとともに，特に文系

の就職状況把握に取り組む。

46 キャリア開発センターは，学生の自主活動組織に対する継続的な支援とし

て，他の学生組織との連携を進めることで学生企画を充実させるとともに，よ

り多くの学生が参画できるようにする。

47 キャリア開発センターは，引き続き博士前期課程の学生に対する就職支援

を継続するとともに，研究活動との両立がスムーズに行えるように各研究科と

の情報共有を図り，多様なキャリアパスを考慮した研究科別の就職支援セミナ

ーを実施する。
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48 若手研究者キャリア支援センターは，引き続き，文部科学省補助事業であ

る「ポストドクター・キャリア開発事業」を着実に実施するとともに，各研究

科等と連携して，博士後期課程等の学生及びポストドクターへのキャリアパス

多様化支援のための講演会・セミナーの開催など，キャリア支援体制の充実及

び学内教職員への意識啓発を図る。

49 キャリア開発センターは，Alumuni と連携し，就職支援につながる同窓生ネ

ットワークの強化を図る。また，卒業生フォローアップセミナーを継続的に開

催する。

50 国際センターは，一般社団法人「留学生支援ネットワーク」に加入し，そ

の留学生就職支援ネットワーク及びＯＢ・ＯＧネットワークシステムを利用し

た留学生への就職支援体制を検討する。

２ 研究に関する目標を達成させるための措置

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

１）目指すべき研究の方向性と水準に関する具体的方策

51 社会的に重要性の高い研究課題を取り上げ，分析し，岡山大学の強みを生

かしつつ，COI STREAM など大型競争的研究資金獲得が期待されるプロジェ

クトに適合した提案，企画に仕上げる。

また，研究大学強化促進事業の平成２６年度計画に従い，戦略的な研究推進

を実施するために，平成２５年度に設置した「グローバル最先端異分野融合研

究機構」（G 研究機構）の研究者が研究に専念できる環境を整えるとともに，

国際共同研究の促進を支援する。さらに，高水準の先端研究を future session な

どにより把握し，支援策の検討を行う。

52 若手研究者スタートアップ研究支援事業を継続する。また，若手トップリ

サーチャー研究奨励賞も継続し，受賞者を複数にすることが可能となるよう検

討する。さらに，異分野融合研究育成支援事業については，大学機能強化戦略

経費と研究グループ登録との活用を進め，より活動的で多様な連携体が育まれ

るように改善する。

２）成果の社会への還元に関する具体的方策

53 大学・高専の共同事業として実効性が見込まれる情報発信事業を行う。

また，大学及び企業向けの知財教育プログラムを実施する。

これらを通じて，中国地域の拡がりで大学・高専間の産学官連携ネットワー

クを強化し，地域全体の産学官連携の土台づくりでイニシアティブを発揮する。

54 研究シーズの対外的な発信の場として，ＪＳＴの新技術説明会等を活用す

るとともに，全国規模の大型の研究シーズ・企業ニーズのマッチングイベント
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において，戦略的な出展支援を行う。これら事業の成果を検証し，効果的な事

業手法を追求する。

経済産業省中国経済産業局（広島市）との連携を強化し，産学官及び競争的

資金等に関する施策情報のサーベイやネットワーク形成に活用する。

これらの活動は，本学単独の産学官連携活動のみならず，さんさんコンソの

活動にも反映する。

55 研究推進産学官連携機構が開催する有力展示会，新技術説明会を通じて知

己を得た企業を対象に，企業にとってメリットのある知財情報の提供を行い，

関係深化を進める。活動の経緯を岡大パートナー企業台帳に記載し，研究推進

産学官連携機構内で情報共有化を進め，中小企業を対象に組織対応型による連

携を実施し，大型競争的資金獲得に活用する。

56 岡大パートナー企業台帳から抽出された地域中小企業を対象に，岡大保有

特許を紹介するとともに関連技術のノウハウ指導を提案し，地域中小企業での

新たな産業価値創出（イノベーション）を支援する。

57 面談や岡山県補助金制度説明会等で接触する地域企業に対して，共同研究

制度及びその前段階を大学または研究協力会の経費で支援するプレ共同研究支

援制度を案内する。また，学内研究者に対しても両者の活用を呼びかける。こ

れらの制度に応募した企業等の情報を岡大パートナー企業台帳へ登録し，デー

タを補完する。

58 「岡山大学知恵の見本市」を全学主催で開催するとともに，ダイレクトメ

ール等で案内して地域企業のより一層の参加を促すことで，地域企業と教員の

接触の場を形成し，連携研究のきっかけ作りの場としての役割を充実させる。

59 ＪＳＴの国際出願支援制度改革の動向を確認した上で，海外出願から権利

化活動までの方針を策定する。また，取得済み海外権利のポートフォリオを作

成する。その上で，研究成果による国際貢献戦略の推進のため，ＪＳＴとの連

携を柱に米国在住の知的財産本部員や技術移転機関との連携，並びに企画・広

報課が運用する海外情報配信ツールを介して海外機関向け知的財産情報配信を

行う。

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置

１）柔軟な研究体制の確立に関する具体的方策

60 平成２５年度に設置した「グローバル最先端異分野融合研究機構」（G 研究

機構）において，重点支援を行う。また，Ｇ研究機構における異分野融合研究

部門の充実，外国人研究者の招聘支援などにより，研究の質向上を支援する。
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61 平成２５年度に設置した「グローバル最先端異分野融合研究機構」（G 研究

機構）の円滑な運営のため，リサーチアドミニストレーター（URA）を採用

し，特区の研究活動を支援する。また，既設の大学院各研究科と連携し，研究

大学と臨床研究中核病院の両者に採択された岡山大学の特長を生かす，新たな

医工連携となる「臨床研究」融合拠点の実現を目指す。制度改革としてＧ研究

機構の研究者が研究に専念できるような，研究周辺の業務の免除などの環境整

備の支援を行う。

２）優秀な研究人材の確保・育成に関する具体的方策

62 外国人研究者への岡山大学の知名度を上げるために，引き続き Okayama

Univ. e-Bulletin で岡山大学の主要な研究成果などを世界に配信する。また，各

部局とも連携して，これまで研究出展事業などで蓄積してきた英文資料を英文

ＨＰに掲載し，情報発信を充実させる。さらに，引き続き研究者の国際公募の

拡大を促進するとともに，平成２５年度に設置した「グローバル最先端異分野

融合研究機構」（G 研究機構）において外国人客員研究員の招聘を進める。

63 平成２５年度に設置した「グローバル最先端異分野融合研究機構」（G 研究

機構）における適切なテニュア・トラック制度について検討する。

64 本学独自のウーマン・テニュア・トラック教員制度を継続するとともに，

研究サポートを充実させる。

65 国際センターは，外国人研究者が研究活動に専念できる環境を整備するた

め，引き続き，職員を対象とした各種研修等を着実に実施し，サポート体制の

強化を図る。

また，研修の成果を測定・検証し，有効な研修制度の充実を図る。

３）外部資金の獲得と研究資金の投入に関する具体的方策

66 科研費キャンペーンを行うとともに，若手と新任の教員などを対象として，

科研費応募調書を主とした書き方講習会を引き続き実施する。また，科研費応

募調書の添削では，記載内容の改善提案と複数回実施の実施数を増やす。

さらに，大型種目への応募を増やすために，評価Ａで不採択の場合に研究費

を支援するセーフティネットを設置する。

67 全学的プロジェクトを，日本再生につながる提案として COI STREAM 等の

大型プロジェクト提案に取りまとめる。

４）研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策

68 オープンラボ貸与申請に対して，全学的な研究推進の見地からの判断に基

づいて重点プロジェクトを優先し，迅速に対応する。また，自然生命科学研究
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支援センターと緊密に連携して，同センターによる研究設備･機器の共同利用

の推進を支援する。

69 附属図書館は，電子ジャーナル・データベースを中心とした本学の研究活

動に必要な電子リソースについて，経費拡大への対応策を策定し，学術情報基

盤を整備する。

５）研究水準・成果の検証等に関する具体的方策

70 「グローバル最先端異分野融合研究機構」（G 研究機構）の規程に従い，外

部評価委員会を立ち上げ，委員会を開催する。

また，優れた研究業績を上げた岡山大学の研究者，教員を選抜する仕組みの

定着を促すとともに，東京，大阪等での学外発表を通じて，対外発信力を向上

させ，反響調査を行う。選抜の仕組みに，学外識者の参加を検討する。Okayama

Univ. e-Bulletin へのアクセス状況で研究者の評価を行う。

71 専任のリサーチアドミニストレーター（URA）を採用し，書誌情報などの

データ分析を行う。全学規模で研究者を特定した研究力の分析を進め，外部評

価，各種客観的データを指標として，研究者及び研究プロジェクトを評価する。

72 引き続き，岡山大学情報データベースに情報を蓄積するとともに，関連部

門における情報分析を支援する。

３ その他の目標を達成するための措置

（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置

１）地域社会との連携に関する具体的方策

73 地方公共団体が主導する地域中小企業向け活動と連携して，参画企業を岡

大パートナー企業台帳に取り込むとともに，新技術紹介並びに権利化特許活用

などの情報提供サービスを継続する。

74 青少年向け科学啓発事業である「おもしろ体験でぇ－」及び地域企業向け

研究成果紹介事業としての「岡山リサーチパーク研究・展示発表会」に加えて，

地域企業向けに新産業の萌芽を示すシンポジウムをリサーチパーク立地機関で

合同開催する。

75 研究シーズの事業化のプロセスとして，具体的な産学連携の事案について，

事業計画の作成支援等を行う。また，学生による大学発ベンチャーのビジネス

プランを契機として，学内関係教員と連携し，学生のアントレプレナーシップ

醸成に取り組む。

76 ＷＥＢサイトを活用したマッチングシステムについて，引き続き，関係企
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業との関係性を維持しつつ，有効な手法の開拓・工夫に努める。

77 引き続き，中国地域国立５大学が連携して取り組むことのできる具体的な

共同研究テーマを設定し，マッチングを図ることにより，複数大学による産学

共同研究を推進する。

78 「大学コンソーシアム岡山」及び「科学 Try アングル岡山」における事業活

動を通して，大学間連携を引き続き推進する。

２）社会貢献に関する具体的方策

79 本学の研究成果におけるアウトリーチ活動の一環として，市民の科学技術

・医療・人文社会科学などの関心を反映させたテーマによるサイエンスカフェ

を継続する。さらに，首都圏での岡山大学の知名度上昇を意図して，平成２６

年度も「中央区民カレッジ」連携講座への参加を続ける。

全学主催で第９回目となる「岡山大学知恵の見本市」を開催し，地域企業へ

研究情報を提供し，研究成果が産業界で活用されるきっかけを作る。

80 地域総合研究センターは，学都創生のための研究を継続する。また，その

学都研究の成果，地域との協働によるまちづくり事業等を踏まえ，地域の課題

解決に向けた地域との共同事業を実施するとともに，その他の地域連携活動，

地域におけるシンクタンク機能を継続し，全学的地域連携推進体制の充実を図

る。さらに，教育活動として実践型社会連携教育プログラムの開発に着手する。

これらの新規活動に対応した組織とするため，組織改編を行う。

81 教育開発センターは，新たな理念に基づく公開講座「岡山大学先端研究講座」

について，引き続き，実施を推進する。

社会人に向けた教育活動等の実施状況アンケートの結果に基づき，リカレン

ト教育の拠点に相応しい組織的なリカレント教育の更なる推進について，今後

の方策を考える。また，社会人の科目等履修生としての受入れ状況に関する調

査を行う。

82 スポーツ教育センターは，公開講座であるスポーツ講座の充実を図る。

また，地域におけるスポーツボランティア養成及び健康づくり活動を支援す

る。

（２）国際化に関する目標を達成するための措置

１）国際交流・協力に関する具体的方策

83 国際センターは，各学部・研究科と連携し，交流協定締結大学からの留学

生を受け入れるための新たなプログラムを構築することにより，国際化に向け

た取組みを一層推進する。



- 13 -

また，国立六大学国際連携機構における活動を更に強化し，国際化に向けた

各種プログラムの具体化を図る。

84 グローバル人材育成院は，国際センター等関係する全学センターの協力を

得て，「グローバル人材育成特別コース」の運営を着実に行う。

85 国際センターは，海外の大学との交流協定締結を積極的に行い，交換留学

生の受入・派遣枠の拡充を図る。

また，引き続き，新規の海外事務所の設置を検討するとともに，国立六大学

間における海外事務所の共有化について検討する。

２）外国人研究者の採用に関する具体的方策

86 海外への効果的な情報発信として，引き続き Okayama Univ. e-Bulletin などの

電子媒体を活用し，岡山大学の研究情報を発信し，同時に反響へのフォローを

進める。また，岡山大学の英文ＨＰの充実化と英文パンフレットの改訂を行う

とともに，リサーチアドミニストレーター（URA）のＨＰを立ち上げる。

（３）附属病院に関する目標を達成するための措置

１）医療の質に関する具体的方策

87 病院は，医療安全管理体制の継続的な維持のために，院内救急医療応援体

制の充実を図る。

また，医療安全管理活動に関する患者・家族向けの啓発活動を引き続き行う。

88 病院は，ユビキタスな医療情報取得のための体制整備の一環として，引き

続き必要な部署にＥＢＭ用医用端末を適正配置するとともに，患者・家族への

適切な情報提供を行う体制として患者説明用パンフレットの作成，配布，評価

を目的とした調査，改良及びＨＰとの整合性を図る。

89 病院医療情報部は，平成２６年４月のシステム更新時に臨床研究並びに経

営改善に使用可能なデータウェアハウス（DWH）を導入し，有効活用に向け

て診療支援ＷＧ，経営改善ＷＧなどで改善提案をしていく。

臨床意思決定支援システム（CDSS）は，引き続き，先行導入施設から情報

収集を行い，順次導入を進める。

『医療の質』に関しては，提出された項目のデータ算出手順書を引き続き作

成し診療科をはじめとする各部署と調整を図る。

90 病院腫瘍センターは，院内がん登録に関して医師などを対象とした研修講

演会を引き続き開催し，外来患者の登録向上に向けた普及活動を行う。普及活

動の一環として３か月毎にがんセンターに登録を行えるよう体制づくりを行

う。
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地域連携パスについては外部からの講演者を含めて講演会を開き，現状の問

題点を解決し，更なる登録数の増加に努める。

91 病院は，臨床研究中核病院整備事業として，中央西日本臨床研究コンソー

シアムの強化及び中国・四国地区の国立大学病院間の連携強化を図る。また，

倫理審査体制のあり方の見直しを進める。

92 病院歯科は，増殖因子を用いる再生療法の第Ⅲ相試験を完了する。

院内の高度先進医療委員会で了承された再生療法（自家骨＋高血小板血漿）

は，引き続き厚生労働省との交渉を進める。

２）医療の連携と中核拠点に関する具体的方策

93 病院総合患者支援センターは，患者紹介システムの医科系・歯科系の統合

に関して試行段階から実地段階に移行し，その評価を行った上で地域医療機関

との協議を行い，地域歯科医療との連携に関して具体案を検討する。

94 病院は地域医療連携システムの運用の定着（前方支援並びに後方支援連携）

を図るとともに，利用施設の拡大を図る。オンライン予約による予約の増加を

目指す。

携帯電話機等による遠隔医療は，遠隔育児支援を継続して実施する。また，

育児不安の高い母親も対象者に加えて遠隔育児支援を実施する。県内の地域医

療・保健機関と連携した新たな遠隔医療支援の可能性を検討し，実施する。

95 病院口腔検査・診断センターは，地域医療機関からの各種画像検査依頼及

び口臭検査の安定的な受入れを目指す。

また，オープンシステムの稼働体制をソフト・ハードの面から引き続き検討

する。

96 病院腫瘍センターは，５大がん地域連携パス・緩和ケアパスについては，

引き続き運用手順の院内定着及び利用の推進を図る。

また，引き続き化学療法患者のサポート体制（副作用対策・支持療法・緩和

ケア，後方支援）の充実を図る。

なお，緩和ケアは，引き続き広報・周知を進め，院内からのチーム相談件数

の増加による患者・家族及び担当医療従事者の満足度向上を目指す。

97 病院総合患者支援センターでは，平成２５年度に続き，現ボランティア組

織体制と役割分担での運営を継続して実施する。

98 病院新医療研究開発センターは，治験推進部において，企業治験に加え医

師主導治験の推進と支援，岡山治験ネットワーク及び疾患別臨床研究（治験）
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ネットワークの管理を行う。

また，国際共同治験を引き続き推進する。

99 病院は，ＪＩＣＡプロジェクトによるベトナム支援の平成２５年度での終

了により，このプロジェクトでの成果を踏まえた東南アジア各国でのより大規

模の医療支援プロジェクトを準備する。心臓血管外科のみならず小児循環器科，

麻酔蘇生科など多数の診療科と協力して病院としての支援体制構築を検討・準

備する。また，外部資金の新たな獲得に向けた調査準備を行う。実施可能な継

続的支援指導を行う。

歯科は，ハイフォン医科大学に指導的専門歯科医１名を１年間派遣し，現地

で医療支援を行うとともに，教員や学生教育を通して交流を継続する。

３）医療人の育成に関する具体的方策

100 病院は，関連病院の協力・連携のもと一体的に臨床研修プログラムをより充

実させ，若手医師を育成するとともに，文部科学省「未来医療研究人材養成拠

点形成事業」を推進する。また，臨床的に優れた技術を持ちつつ，研究を推進

できる優れた医療人の育成を支援する。

101 病院は，歯科系診療科における臨床専門医コースでの認定医・専門医の育

成状況を把握し，臨床研究を推進できる人材の育成を支援する。

102 病院（医科研修部門）では，平成２７年度から導入される更なる研修の質

の確保と地域医療の安定的確保の観点から見直しされた新臨床研修制度に対応

したプログラムを策定する。指導医数を増加させ，研修医指導体制の充実を図

る。病院（歯科研修部門）では，研修医ニーズに応じた研修施設の見直しを行

う。

103 病院は，学生，研修医を対象とした教育環境の整備を引き続き図るととも

に，アメニティーの向上を行う。

４）病院経営に関する具体的方策

104 病院は，病床稼働率，診療費用請求額，診療経費等の経営指標を経営戦略

会議で検証・分析を行うとともに，新たに原価計算を経営指標とすることを検

討する。また，病院長ヒアリングにより，各診療科の目標設定を検証し，病院

の安定的経営に努める。

105 病院は，平成２５年度に策定した病床マネジメント病床拠出基準に基づき，

病床再配分を決定する仕組みを確立し，病床稼働率の上昇や，手術１万件達成

に向けた運用を行う。
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106 病院は患者サービスの一環として病床マネジメントを円滑に実施すること，

及び病床稼働率の向上を目指すため，各診療科の責任病床を定期的に見直しを

図り入院機能を強化する。

また，歯科用チェアユニットについては，引き続き医歯薬学総合研究科と協

力し更新を行う。

107 病院は，平成２５年までの実施状況を踏まえて，物品の効率的な利用，ス

トック物品の削減について，経営戦略会議を中心に具体的な改善策を引き続き

検討する。

（４）附属学校に関する目標を達成するための措置

108 附属学校園は，地域・社会のニーズに基づき，教育委員会や学部，そして

連携した幼・小・中において，協働で教育研究のシステムづくりを人事交流を

ベースに継続して実践する。そして，これまで改善してきた教育システム全体

の評価に関して検証を試みる。

109 附属学校園は，幼・小・中における１２年一貫教育の全体カリキュラムか

ら教科別カリキュラムの開発を展開しながら附属学校独自の一貫教育カリキュ

ラムについて検証を試みる。また，学部・附属学校園間での教育支援活動につ

いてもネットワーク環境を活用して教育効果の検証を試みる。

また，特別支援学校では，キャリア教育の実践と効果についての検証，及び

成果の公表を図る。

110 附属学校園は，教育実習や教育実践授業等での効果的な学習支援活動を，

学部との連携はもちろん，全学組織である教師教育開発センターと連携して，

引き続き実践する。そして，得られる効果について，検証し公表する。

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置

111 引き続き，大学情報データベースの情報分析を行うための基盤を拡充する。

また，これまでの取組状況の検証を行うとともに，外部識者の導入も見据え

たＩＲ・広報活動推進体制構築のための検討組織を立ち上げ，組織体制の在り

方を検討する。

112 学長及び部局長のリーダーシップの発揮が可能となるよう，大学のガバナ

ンス体制の強化及び学内組織の運営・連携体制の整備を図る。

113 大学の機能強化に資する教育研究組織の再編等について検討する。

114 教職員の個性・特性に応じた人的資源の有効活用を図る。
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115 現況分析評価を実施し，その評価結果を検証して組織運営の改善に活用す

る。

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

116 業務の効率化・合理化に関する取組みを継続的に実施する。また，流動的

配置が可能な人員配置枠を使用し，事務職員を教育・学生支援や研究支援部署

へ重点的に配置する。

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための

措置

117 外部資金情報を全学的プロジェクトなどで共有するためのシステム化を進

めるとともに，研究交流部と研究推進産学官連携機構とが協議・調整して，外

部研究資金の申請・実施をスムーズに行うための支援体制を整える。

118 コーディネーターによる研究者への各種の情報提供，企業との研究交流及

び連絡調整，企業とのマッチングに関するアドバイス，研究シーズと企業ニー

ズのマッチングのサポート，研究シーズの事業化のためのサポートなどを行う。

119 ＵＲＡと連携し，情報共有を行い，大型プロジェクトの構築に取り組む。

また，ちゅうごく産業創造センター（CIIC）事業や中国地域国立五大学連携

事業などの活用により地域企業との連携事業を推進し，産学官連携スキームを

必要とする外部資金について，企業との橋渡し，連絡調整の役割を担い，研究

者をサポートする。

120 地域密着型事業の促進のため，プレ共同研究支援事業を継続して実施し，

過去の採択者については外部資金の獲得状況をフォローアップする。また，関

係する企業情報を岡大パートナー企業台帳に登録する。

121 平成２５年度の決算との対比を行うとともに，新中央診療棟の稼働状況，

診療経費の支出状況，診療報酬改定及び消費税率引き上げに伴う影響等を反映

し，病院収支シミュレーションの分析・見直しを行う。

122 病院は，経営戦略会議に報告する各種経営指標については，執行部が迅速

適切に経営判断が可能となる指標を作成する。診療科長等会議には，診療科別

の経営指標を報告し，診療科にフィードバックすることにより収入確保，診療

経費の抑制に努める。また，新たな指標として原価計算を取り入れることを検

討する。

123 技術移転活動の充実・活発化を行い，平成２６年度の知財年収額を第一期



- 18 -

中期目標期間の平均実績知財年収額の１５０％以上とする。また，活動成果を

第三期中期計画での技術移転計画作成に反映する。

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置

124 経費節減対策推進委員会において，経費削減に関する全学的取組事項及び

取組内容を明確にし，取組状況を確認しつつ確実に取組みを推進する。

また，大学間での共同調達等の共同事務を実施し，業務の効率化を図る。

125 学内で保有している共通機器の設置・使用状況等を把握した上で，設備の

集中化・共同利用化の検討，試行を進めることにより，設備調達に係る経費節

減を図る。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

126 「設備マスタープラン」の見直しを行い， マスタープランに基づく設備整

備を行う。また，学内設備の共同利用化の更なる促進や他大学との連携による

設備の共同利用についての検討，試行を進める。

127 土地及び建物の使用状況を把握し，非効率等となっている場合は，「キャン

パス将来構想検討委員会」での議論を踏まえて有効活用を推進する。

128 資金の状況を適時把握し，リスク管理を行ったうえで，より有利な金融商

品を検討し，効率的な運用を行う。

また，中国地区資金共同運用についても，より効率的な運用方法を検討する。

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するために

とるべき措置

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置

129 大学機関別認証評価の自己評価と現況分析評価を有機的に実施する。

大学機関別認証評価に係る自己評価を通じて，教育研究活動等の改善を図る。

130 教育研究活動等の改善に資するため，自己評価結果について，評価センタ

ーを中心として大学執行部等と連携して分析し，還元する。

２ 情報公開等や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置

131 本学の知名度の向上を図るため，ウェブサイトなどの広報媒体を活用して，

岡山県内のみならず，県外及び海外に対しても広く広報活動を行う。また，マ

スコミ関係有識者との懇談会の結果を踏まえ，より効果的な広報活動の在り方

を検討する。

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置
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１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置

132 教育研究の進展に対応した施設を確保するため，医歯薬融合型の教育研究

拠点施設の整備を完成させるとともに，最先端の国際研究拠点施設を確保する

ため，植物ストレス科学研究等拠点施設の整備，及び臓器移植・再生医療研究

の発展を支援するため，動物実験施設の整備を推進する。

先端医療に対応した病院の再生のため，中央診療棟Ⅱ期の整備を計画的に実

施する。

また，これらの施設整備にあたり環境負荷の低減を推進する。

多様な財源を活用した施設整備の推進を図るため，事業の円滑な遂行の支援

を行う。

133 創造的学都構想及び施設パトロールによる事業の評価結果及び戦略テーマ

に基づいた整備計画により，計画的に快適な教育・研究環境の確保と憩い空間

の整備，トイレ等アメニティ環境の改善，バリアフリー化等重点的・計画的に

実施する。

134 キャンパス全体（屋外環境を含む。）を充実させ，国際的な研究・教育拠点

として知的創造の場に相応しいキャンパス景観の形成を推進する。教育研究活

動の基盤となるキャンパス全体の整備・活用及び，学生の視点に立ったキャン

パスライフの充実を図るため，キャンパスマスタープランの部門別プランの充

実を図る。

135 地域企業等との研究開発のために，「おかやまメディカルイノベーションセ

ンター事業」（OMIC）により整備された設備機器等の有効活用を進める。

平成２５年度に採択された文部科学省 先端研究基盤共用・プラットフォー

ム形成事業を有効活用し，設備機器等の外部共用を促進する。

136 既存施設の有効活用を一層推進するため，施設有効活用のルールに基づき，

全学共同利用スペースの整備及びスペースの有効活用を推進する。

137 既存施設の有効活用のルールに基づき，共同利用スペースの有効活用を図

るため，オープンラボラトリーのスペースの拡充を推進する。

138 施設整備費・教育研究環境整備費等を活用した施設整備において，関係部

局と連携し省エネルギー・省資源及び地球環境への負荷低減に効果が期待され

る手法の導入を図る。

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置

139 危機管理指針に基づき社会情勢の変化・要請を考慮し，個別マニュアルの

充実を図る。
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140 事件事故情報の収集と分析を適時行い，構成員に対し，情報提供及び安全

に対する啓発活動に努める。

141 社会情勢の変化・要請並びに各部局の要望を考慮し，キャンパス整備を推

進するとともに，安全管理の啓発活動・研修等の見直し及び充実を図る。

環境管理センターは，岡山大学環境方針を踏まえ，地球温暖化対策，省資源

対策，化学物質管理など地球環境保全の重要テーマについて，学内関係組織と

連携しながら対策及び体制整備を推進する。また，サステイナブル・キャンパ

スの実現を目指し，環境・安全に関する教育・啓発活動を充実する。

142 岡山大学セキュリティポリシー遵守徹底のため，従来の講習会や教育訓練

に加え，全構成員を対象とした e-Learning によるセキュリティ試験を導入し，

更なる情報セキュリティの向上を推進する。

３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置

143 全理事は，担当業務における関係法令に関して，全学教職員に対して啓発

活動を行うため，定期的な研修，講習会等を実施する。

また，学生に対しても，法令遵守に対する自己啓発を促す。

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画

別紙参照

Ⅶ 短期借入金の限度額

１．短期借入金の限度額

４７億円

２．想定される理由

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費

として借り入れすることが想定されるため。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画

○ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画

（附属病院）

附属病院の施設の整備に必要となる経費の長期借入れに伴い，本学の敷地及

び当該借入れにより取得する建物を担保に供する。
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Ⅸ 剰余金の使途

○ 決算において剰余金が発生した場合は，教育研究の質の向上及び組織運営の

改善・効率化並びに高度先進医療等の充実に必要な経費に充当する。

Ⅹ その他

１ 施設・設備に関する計画

（単位：百万円）

施設・設備の内容 予 定 額 財 源

総額

・(倉敷)植物ｽﾄﾚｽ科学研究 5,519 施設整備費補助金 （ 3,903 ）

等拠点施設 船舶建造費補助金 （ 0 ）

・(医病)中央診療棟Ⅱ期 長期借入金 （ 1,537 ）

・(鹿田)医歯薬融合型教育 国立大学財務・経営センター

研究拠点施設 施設費交付金 （ 79 ）

・(鹿田)動物実験施設改修

・(鹿田)学生支援ｾﾝﾀｰ改修

・(東山(附小))屋内運動場

・学生の自主学修時間の向

上と能動的学修を促進す

る岡山大学協奏学修環境ｼ

ｽﾃﾑの整備

・小規模改修

注）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状況等を勘案した施設・

設備の整備や，老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修等が追加されるこ

ともあり得る。

２ 人事に関する計画

１）方針

国立大学改革プランを踏まえた「岡山大学改革プラン」の企画・実行に向け，

引き続き優秀な人材の確保に努める。

また，教職員の配置数を一元的に管理し，全学方針に基づく戦略的な教職員
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の人員配置を行うとともに，人材育成と資質向上を図る。

２）人材の確保，人材の養成などについての計画

① 優秀な教員を確保するため，テニュア・トラック制，年俸制等，弾力的

な人事制度を推進する。

② 事務系職員の人材確保は，国立大学法人等職員採用試験の合格者からの

採用を基本とするが，非常勤職員からの登用や専門性が高い業務について

選考採用を実施するなど，引き続き多様な人材の確保に努める。

③ 他機関との人事交流，学内研修（階層別・分野的）の実施，文部科学省

を中心とした実務研修や人事院等が開催する研修への参加などにより，職

員の資質向上を図る。

（参考1）平成 26年度の常勤職員数 2,163人

また，任期付職員数の見込みを 394人とする。

（参考2）平成 26年度の人件費総額見込み 30,478百万円

（別紙）

○ 予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画

（別表）

○ 学部の学科，研究科の専攻等の名称と学生収容定員，附属学校の収容定員・

学級数
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（別紙）予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画

１．予 算

平成２６年度 予算

（単位：百万円）

区 分 金 額

収 入
運営費交付金 １８,５５６
施設整備費補助金 ３,９０３
船舶建造費補助金 ０
施設整備資金貸付金償還時補助金 ０
補助金等収入 １，２１６
国立大学財務・経営センター施設費交付金 ７９
自己収入 ３６,４５２

授業料、入学金及び検定料収入 ７,３５１
附属病院収入 ２８,５８７
財産処分収入 ０
雑収入 ５１４

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 ４,２１６
引当金取崩 ４００
長期借入金収入 １，５３７
貸付回収金 ７
承継剰余金 ０
目的積立金取崩 ０

計 ６６,３６６

支 出
業務費 ５２,８９１

教育研究経費 ２４,２１２
診療経費 ２８,６７９

施設整備費 ５,５１９
船舶建造費 ０
補助金等 １，２１６
産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 ４,２１７
貸付金 ３２
長期借入金償還金 ２,４９１
国立大学財務・経営センター施設費納付金 ０

計 ６６,３６６

[人件費の見積り]

平成２６年度中総額３０,４７８百万円を支出する（退職手当は除く）。

注）「運営費交付金」のうち，前年度よりの繰越額のうち使用見込額１５７百万円。

注）「施設整備費補助金」のうち，前年度より繰越額のうち使用見込額２,０５５百万円。

注）「産学連携等研究収入及び寄附金収入等」のうち，前年度よりの繰越額のうち使用見

込額１,０４７百万円。
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２．収支計画

平成２６年度 収支計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部 ６０,９６９
経常費用 ６０,９６９

業務費 ５４,２９１
教育研究経費 ７,０９２
診療経費 １３,２４０
受託研究経費等 １,６５５
役員人件費 １４３
教員人件費 １７,８１２
職員人件費 １４,３４９

一般管理費 １,４３０
財務費用 ４０５
雑損 ０
減価償却費 ４,８４３

臨時損失 ０

収益の部 ６２,３６４
経常収益 ６２,３６４

運営費交付金収益 １７,８５４
授業料収益 ６,８８８
入学金収益 ９６０
検定料収益 １７４
附属病院収益 ２８,５８７
受託研究等収益 １,８３９
施設費収益 ２１８
補助金等収益 ９４０
寄附金収益 １,５２４
財務収益 ３８
雑益 １,３６７
資産見返運営費交付金等戻入 ８５７
資産見返補助金等戻入 ６２１
資産見返寄附金戻入 ４９２
資産見返物品受贈額戻入 ５

臨時利益 ０

純利益 １,３９５

目的積立金取崩益 ０

総利益 １,３９５

注）受託研究費等は，受託事業費，共同研究費及び共同事業費を含む。
注）受託研究等収益は，受託事業収益，共同研究収益及び共同事業収益を含む。
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３．資金計画

平成２６年度 資金計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 ７３,７１０

業務活動による支出 ５５,００４

投資活動による支出 ７,６８０

財務活動による支出 ３,６８２

翌年度への繰越金 ７,３４４

資金収入 ７３,７１０

業務活動による収入 ６０,５００

運営費交付金による収入 １８,３９９

授業料・入学金及び検定料による収入 ７,３５１

附属病院収入 ２８,５８７

受託研究等収入 １,８３９

補助金等収入 １,２１６

寄附金収入 １,７４２

その他の収入 １,３６６

投資活動による収入 ４,０２０

施設費による収入 ３,９８２

その他の収入 ３８

財務活動による収入 １,５３７

前年度よりの繰越金 ７,６５３
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（別表）学部の学科，研究科の専攻等の名称と学生収容定員，附属学校の収容定員・

学級数

文学部 人文学科 ７００人

教育学部 学校教育教員養成課程 １０００人

養護教諭養成課程 １２０人

（うち教員養成に係る分野１１２０人）

法学部 法学科

昼間コース ８２０人

夜間主コース ８０人

経済学部 経済学科

昼間コース ８２０人

夜間主コース １６０人

理学部 数学科 ８０人

物理学科 １４０人

化学科 １２０人

生物学科 １２０人

地球科学科 １００人

第３年次編入 ４０人

医学部 医学科 ６７７人

第２年次編入 ２５人

保健学科 ６４０人

第３年次編入 ４０人

（うち医師養成に係る分野７０２人）

歯学部 歯学科 ３０２人

第３年次編入 ２０人

（うち歯科医師養成に係る分野３２２人）

薬学部 薬学科 ２４０人

創薬科学科 １６０人

工学部 機械システム系学科 ６４０人

電気通信系学科 ４００人

情報系学科 ２４０人

化学生命系学科 ５６０人

第３年次編入 ６０人

環境理工学部 環境数理学科 ８０人

環境デザイン工学科 ２００人

環境管理工学科 １６０人

環境物質工学科 １６０人

農学部 総合農業科学科 ４８０人
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社会文化科学研究科

博士後期課程 社会文化学専攻 ３６人

博士前期課程 社会文化基礎学専攻 ５４人

比較社会文化学専攻 ８０人

公共政策科学専攻 ３８人

組織経営専攻 ２８人

自然科学研究科

博士課程（５年一貫） 地球惑星物質科学専攻 ２０人

博士後期課程 数理物理科学専攻 ３０人

地球生命物質科学専攻 ５１人

産業創成工学専攻 ７５人

化学生命工学専攻 ３９人

博士前期課程 数理物理科学専攻 ７６人

分子科学専攻 ４８人

生物科学専攻 ４４人

地球科学専攻 ３２人

機械システム工学専攻 ２２２人

電子情報システム工学専攻 ２０８人

化学生命工学専攻 １６０人

医歯薬学総合研究科

博士課程 生体制御科学専攻 １１５人

病態制御科学専攻 ２２２人

機能再生・再建科学専攻 １１４人

社会環境生命科学専攻 ６１人

修士課程 医歯科学専攻 ４０人

博士後期課程 薬科学専攻 ３０人

博士前期課程 薬科学専攻 ８０人

保健学研究科

博士後期課程 保健学専攻 ３０人

博士前期課程 保健学専攻 ５２人

環境生命科学研究科

博士後期課程 環境科学専攻 ６６人

農生命科学専攻 ６０人

博士前期課程 社会基盤環境学専攻 ６０人

生命環境学専攻 ４６人

資源循環学専攻 ８６人

生物資源科学専攻 ５０人

生物生産科学専攻 ７６人

教育学研究科

修士課程 学校教育学専攻 １２人
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発達支援学専攻 １８人

教科教育学専攻 ９４人

教育臨床心理学専攻 １６人

専門職学位課程 教職実践専攻 ４０人

法務研究科

専門職学位課程 法務専攻 １３５人

特別支援教育特別専攻 １５人

科

別科 養護教諭特別別科 ４０人

附属小学校 ６３９人

学級数 １８

附属中学校 ６００人

学級数 １５

附属特別支援学校 ６０人

学級数 ９

附属幼稚園 １４４人

学級数 ６




